
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル １－１ 健康づくり・効果的な介護予防の推進 

 

現状と課題 

 本町では、第９期介護保険事業計画策定時のアンケートによると、何かしら健康づくりや

介護予防に取り組む意向がある人は７割以上となっている。なかでも一般高齢者では「認知

症の予防」(34.7％)、「健康と運動」（25.4％）、要支援認定者では「認知症の予防」（36.2％）、

「健康と運動」（32.9％）、「転倒防止」（24.8％）への関心が多く、なかでも「認知症の予防」

が 2019 年度から一般高齢者、要支援認定者ともに３割を超えており、認知症予防への関心

が高い。 

 また、「家族の協力を得て取り組みたい」、「町の提供する教室で取り組みたい」の割合が

高いことから、更なる健康づくり・介護予防の情報提供、取組の機会・場の提供等について

の取組を充実し、参加意向を実践に繋げていくことが重要と考えられる。 

 また、介護予防活動の担い手である「助け愛隊サポーター」は順調に講座修了者が増え、

介護予防活動を展開するサークルの増加など徐々に広がりを見せているが、町全体での認知

度としては一般高齢者 17.8％、要支援認定者 20.1％と低いため、更なる情報の周知が必要

であり、また、参加しやすい曜日・時間帯の開催や開催回数の見直しなどの工夫が求められ

る。 

 

第９期における具体的な取組 

地域での自主的な健康づくり・介護予防活動を促進し、高齢者一人ひとりが活動的な生活

習慣を実現するとともに、心身機能の維持・向上を図るために、健康づくりと介護予防を一

体的に展開する。 

〇 様々な機会・場、媒体などを活用した介護予防の普及・啓発 

町広報誌、ホームページ、公共施設、各種イベント等において予防啓発の周知・啓発

等を行うとともに、健康運動指導士等による運動機能向上プログラムや介護予防運動教

室等を通じて、介護予防の具体的な取組方法に関する正しい知識・提供を行う。 

〇 介護予防に関する相談事業及び介護予防対象者の把握 

役場、地域包括支援センター等において介護予防サービスの利用相談を実施し、相談者

の聞き取りをはじめ、介護予防・日常生活支援総合事業における基本チェックリストを活

用した対象者へのアプローチや介護予防対象者の把握に努める。 

〇 自主的な健康づくり・介護予防活動の推進 

 介護予防の基礎知識、地域づくりの重要性、介護予防の必要性等について地域へ発信す

るとともに、身近な地域での秋御予防活動を展開していくために、「助け愛隊サポーター」

を養成し、自主的な活動を支援する。 
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〇 健康相談、健康教育事業の推進 

 保健センターや役場、地域包括支援センター、老人福祉センター等における健康相談や、

必要に応じて保健師・看護師・管理栄養士等の専門職による個別相談を実施する。また、

健康づくりや介護予防についての「出前講座」に対応する。 

〇 健康診査の充実と生活習慣病予防の推進 

 特定健診、長寿健診、がん検診の受診率向上を目指し、長期療養化につながる「腎疾患」

の早期発見等のため、健診内容の充実を図るとともに、住民への保健指導、栄養指導を実

施する。 

〇 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

 介護・医療・検診情報等を有効活用し、通いの場等への積極的な関与(ポピュレーショ

ンアプローチ)や高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）といった心身の状

況に応じた事業の実施に努める。 

 

目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ 運動機能低下リスク高齢者の割合 

２ 転倒リスク高齢者の割合 

３ 認知症リスク高齢者の割合 

４ 健康づくりや介護予防のための通いの場に参加している高齢者の割合 

５ 「助け愛隊」サポーター活動の認知・参加状況 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

助け愛隊サポーター 

養成講座修了者数（累計）（人） 
179 186 193 

助け愛隊サポーター 

サークル登録数（件） 
19 20 21 

助け愛隊サポーター 

フォローアップ講座参加者数（人） 
60 65 70 

通いの場（町体操教室） 

開催か所数（か所） 
3 3 3 

通いの場（町体操教室） 

延べ参加者数（人） 
3,300 3,300 3,330 

通いの場（一体的実施） 

ポピュレーションアプローチ介入数（件） 
12 12 12 

特定健診受診率（％） 50.0 52.0 54.0 

長寿健診受診率（％） 54.0 56.0 58.0 
 

目標の評価方法 

2



 時点 
□中間見直しあり 
 実績評価のみ 

 評価の方法 
・実施状況の確認 

・ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町 ） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

〇 助け愛隊サポーター養成講座（初任者向け）の開催 

令和７年２月７日（金）、２月 28 日（金） 全２回 

修了者数 13 人（累計 205 人） 

 

〇 助け愛隊サポーター養成講座（フォローアップ養成講座）の開催 

令和７年３月３日（月） テーマ：地域を知り、出来ることを考える 

参加者数：22 人 

令和７年３月 10 日（月） テーマ：地域で楽しく暮らし続けるには 

参加者数：15 人 

令和７年３月 17 日（月） テーマ：これからの「助け合い」に必要な事とは 

参加者数：13 人 

 

〇 助け愛隊サークル連絡会の開催 

令和６年９月 30 日（月）、令和７年３月 28 日（金） 

町からのお知らせ、各サークルの活動状況等について 

 

〇 助け愛隊サークル登録件数 

  18 件 

 

〇 町体操教室３か所実施（委託による） 

  元気あっぷ教室（中央公民館、円明寺が丘自治会館の２か所）延べ参加人数 2,730 人 

  健康体操教室 和逢（町福祉センターなごみの郷）     延べ参加人数  705 人 

 

〇 保健事業と介護予防の一体的な実施 

  ポピュレーションアプローチ 

 通いの場への出張の健康教育・健康相談（栄養士、歯科衛生士のフレイル予防講座含む） 

10 団体 409 人 

  ハイリスクアプローチ 

  健康状態不明者（48 名）への受診勧奨を行い、返信やその後の健診受診状況、訪問時

の状況から 46 名（95.8％）の状態を把握した。 
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ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ 運動機能低下リスク高齢者の割合 11.0％ 7.6％ 

２ 転倒リスク高齢者の割合 25.7％ 27.4％ 

３ 認知症リスク高齢者の割合 37.0％ 40.7％ 

４ 健康づくりや介護予防のための通いの場に参加して

いる高齢者の割合 

11.5％ 6.9％ 

５ 「助け愛隊」サポーター活動の認知・参加状況 ― ― 

 

 

自己評価結果 

〇 

 今年度の助け愛隊サポーター養成講座は、新任向けの養成講座と既存の登録者向けのフ

ォローアップ講座を実施した。今年度の新規登録者は昨年度より１名多い１３名であ

り、フォローアップ講座についても参加者合計は 50 名で昨年度より２名増加した。助

け愛隊サークルの活動をしながら働いている方もいるため、講座に参加するメリットを

考えていく必要がある。 

 令和４年度から実施している保健事業と介護予防の一体的な実施事業では、ポピュレー

ションアプローチとして通いの場への出張の健康教育・健康相談やフレイル予防講座を

実施し、ハイリスクアプローチとして生活習慣病重症化予防事業の取組以外に、長寿健

診未受診で医療機関受診歴や要介護認定がなく、かつ各事業等への参加が確認できない

者を健康状態不明者として受診勧奨等を行った。 

 

課題と対応策 

 助け愛隊サポーターは、養成開始から 10 年以上経過し、サポーター、サークル員の高

齢化により活動に行き詰まりを感じているサークルがある。 

新たな担い手育成のために、町全体の認知度を上げるため、町広報において活動内容を

紹介する等、情報提供の充実は図るとともにサークル同士の情報共有の緊密化に引き続

き取り組んでいく。 

 通いの場（町体操教室）については、一般高齢者、要支援認定者ともに参加ニーズは高

いため、更なる情報提供の充実を図り、参加者数の増加を目指していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル １－２ 社会参加・生きがいづくりの促進 

 

現状と課題 

本町での地域での活動への参加について、参加状況（週１回以上）を見ると、割合の高い

項目で、一般高齢者では「収入のある仕事」（19.7％）、「スポーツ関係のグループやクラブ」

（17.4％）、「趣味関係のグループ」（13.8％）、要支援認定者では「（カフェ・体操・サロン

などの）介護予防のための通場」（17.5％）と、全ての項目において２割未満の結果となっ

ているため、参加の頻度を上げるため健康づくりの情報提供等の支援が必要である。 

また、参加者としての活動への参加意向については、一般高齢者 58.5％、要支援認定者

38.2％が参加の意向を持っていることから、希望者を参加に繋げるための施策が求められ

る。 

 高齢者の社会参加・社会貢献や高齢者が趣味・生きがいを持つことが、介護予防・自立支

援に結び付くという視点に立ち、多様な生きがいづくりに向けた支援や働く機会づくり、社

会参加のための場・機会づくりを推進する必要がある。 

第９期における具体的な取組 

〇 地域において高齢者が気軽に交流できる場・機会の拡大 

 介護予防サークルやコミュニティカフェなど小規模な集まりを町内各地で開催できる

よう支援するとともに、地域において高齢者が気軽に交流できる場・機会を拡大する。 

〇 世代間交流の促進 

 多世代で交流できる活動を支援し、学校や保育所等での子どもとの交流を進める。 

〇 高齢者の生きがい創出 

 老人クラブ等の自主的な活動の育成・支援を行い、高齢者の生きがいづくり及び健康づ

くりの促進を図るとともに、継続的な活動のための支援を行う。 

〇 多様な学習環境の充実 

 高齢者のニーズに対応したスポーツ・レクリエーション、学習機会を提供し、主体的な

生涯学習の取組を促進する。また、学校の体育施設、図書室、教育機能等の地域への開放

を進め、学習環境の拡充に努める。 

〇 関係機関との連携 

京都ＳＫＹセンターやシルバー人材センター、公共職業安定所等と連携し、高齢者の生

きがいづくりや社会参加を促進するとともに、高齢者の就労を支援する。 

〇 シルバー人材センターへの支援 

 シルバー人材センターの積極的な事業展開を促し、高齢者の就労支援および現役世代の

就労に対する後方支援の担い手となるよう支援する。 
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目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ 閉じこもり傾向の高齢者の割合 

２ スポーツ関係のグループやクラブに参加している高齢者の割合 

３ 趣味関係のグループに参加している高齢者の割合 

４ 学習・教養サークルに参加している高齢者の割合 

５ 愚痴を聞いてくれる人・聞いてあげる人・看病をしてくれる人・してあ

げる人のいずれもいない人の割合 

６ 就労している高齢者の割合 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

コミュニティカフェ 

開催回数（回） 
54 54 60 

コミュニティカフェ 

参加人数（人） 
527 599 695 

シルバー人材センター就業率（％） 86.5 87.0 88.0 

ラジオ体操実施か所数（か所） 14 15 16 

社会活動への週１回以上 

の参加率（％） 
 8.0  

 

目標の評価方法 

 時点 
□中間見直しあり 
 実績評価のみ 

 評価の方法 
実施状況の確認 

ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町 ） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

〇 コミュニティカフェの実施 

開催回数：52 回  延べ参加人数：1,005 人 

〇 助け愛隊サークルの支援 

補助金助成団体： 17 団体  助成額：615,972 円 

〇 シルバー人材センター就業率 87.6％ 

 

＜ニーズ調査＞何らかの会・グループに参加している高齢者の割合（％） 

 週１回以上 月１回以上 

前回 今回 前回 今回 

ボランティア 5.1 4.6 9.9 8.6 

スポーツ関係 16.0 15.1 19.9 19.7 

趣味関係 13.3 12.3 26.8 23.6 

学習・教養 5.0 2.3 10.5 7.8 

介護予防のための通いの場 10.5 6.4 13.7 9.0 

地域のラジオ体操 - 5.9 - 6.1 

老人クラブ 2.0 0.8 3.5 1.7 

町内会・自治会 0.7 0.6 2.9 2.8 

収入のある仕事 13.6 16.4 15.8 19.7 

 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ 閉じこもり傾向の高齢者の割合 19.3％ 19.0％ 

２ スポーツ関係のグループやクラブに参加している高齢

者の割合 

19.9％ 19.7％ 

３ 趣味関係のグループに参加している高齢者の割合 26.8％ 23.6％ 

４ 学習・教養サークルに参加している高齢者の割合 10.5％ 7.8％ 

５ 愚痴を聞いてくれる人・聞いてあげる人・看病をしてく

れる人・してあげる人のいずれもいない人の割合 

0.4％ 0.6％ 

６ 就労している高齢者の割合 15.8％ 19.7％ 
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自己評価結果 

 〇 

 コミュニティカフェのうち１か所は、コロナ禍により休止が続いていたが、令和６年度

途中から再開することができた。 

 老人クラブ連合会は、高齢化と担い手不足により休止中であり、単位老人クラブの解散

も相次ぎ、令和６年度当初で３クラブ６２名にまで減少した（最大で平成６年で 10 ク

ラブ 604 名）。 

課題と対応策 

 趣味嗜好、生活様式が多様化しているなか、包括的な団体への所属には否定的な傾向が

あるため、会員にならなくても参加できる事業やメニューの充実を目指す。 

 コミュニティカフェの全体利用人数は増加したが、開催場所によっては参加人数が伸び

ず地区担当の民生児童委員と協議し、民生児童委員会から近隣住民へ声かけを行った

が、都合が合わず参加には至らなかった。講師を招きたいが有償ボランティアが増えて

おり、活動費では予算が厳しい。広報の仕方を工夫するなど検討していく必要がある。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル １－３ 生活支援体制の充実 

 

現状と課題 

 在宅介護実態調査のアンケート結果では、約８割が今後の在宅生活の場において支援・サ

ービスが必要だと考えており、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）、「見守り、声かけ」、

「配食」、「掃除・洗濯」等のニーズが高くなっている。 

 しかし、利用状況では「利用していない」の割合が４割以上で、他の項目においても利用

している割合は１割未満が多くなっていることから、潜在的なニーズはあるが利用に至って

いない状況となっている。 

 また、有償ボランティアであれば利用したいと考えている人についても約４割であること

から、ニーズを利用に繋げるための取組が必要である。 

第９期における具体的な取組 

 一般高齢者から要介護等認定者まで、多様な生活支援ニーズに対応できるよう、在宅福祉

サービスや介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービスの充実とともに、

生活支援に関する自主グループ等の活動を支援する。 

〇 ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯に対する在宅福祉サービスの充実 

①給食サービス事業 

民間の弁当配達事業を活用し、安否確認を主眼とした給食サービスを行う。 

②みまもりホットライン事業 

独居等の高齢者に緊急通報装置を貸与し、緊急時の対応と定期的な安否確認及び健康相

談に対する助言を行う。 

③寝具丸洗い乾燥サービス 

 ひとり暮らし及び寝たきり高齢者等に対し、衛生保持と介護者の負担軽減を図るため、

寝具の丸洗い乾燥サービスを実施するとともに、必要とされる方に届くよう、サービスの

積極的な周知と利用の促進を図る。 

④地域見守り活動協定 

 町内を日常的に巡回する宅配業者等の民間事業者が日常業務の中で接する高齢者に異

変を察知した場合、速やかに町役場へ通報するという見守り活動を実施する「地域見守り

活動協定」を通じて、高齢者の見守り活動を展開する。 

〇 紙おむつ給付 

 在宅の要介護認定者のうち一定の支給要件を満たす者に対し、経済的負担の軽減を図る

ための支援として、紙おむつの費用の一部を助成する。 

〇 介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サービス事業の推進 

 現行相当サービス（訪問型サービス・通所型サービス）及び短期集中型サービスを引き

続き実施する。また、住民主体サービスについては、生活支援コーディネーターおの活動
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や協議体を通じて、地域の現状などを踏まえつつ、実施を検討していく。 

〇 生活支援に関する自主グループ等の活性化 

 ボランティア団体やＮＰＯ等の活動を支援するとともに、高齢者による子どもたちの見

守りなど「若い世代も高齢者もお互いに支え、支えられる」関係づくりを地域ぐるみで目

指し、社会参加の活発化を図る。 

〇 自治会・町内会等による見守り、声かけ、安否確認、ゴミ出し支援などの取組への支援 

〇 ボランティア・ポイント制度の検討・導入 

 

目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ 地域づくりへの参加意向がある高齢者の割合 

２ 地域づくりへの企画・運営(お世話役)としての参加意向がある高齢者の

割合 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域見守り活動協定参加事業者数

（件） 
15 16 16 

給食サービス利用者数（人） 54 57 60 

みまもりホットライン事業利用者

数（人） 
70 73 75 

寝具丸洗い乾燥サービス利用者数

（人） 
20 23 25 

現行相当サービス利用者数（人） 890 910 930 

短期集中型サービス利用者数（人） 10 20 20 

 

 

 

目標の評価方法 

 時点 
□中間見直しあり 
 実績評価のみ 

 評価の方法 
実施状況の確認 

ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ 地域づくりへの参加意向がある高齢者の割合 60.1％ 61.2％ 

２ 地域づくりへの企画・運営(お世話役)としての参加意向

がある高齢者の割合 

30.8％ 30.4％ 

 

〇 給食サービス事業 

対 象 者 事業対象者・要支援・要介護の認定を受け、見守りが必要な方 

配食回数 週７日・１日１色まで、昼食又は夕食 

提 携 先 民間事業者 ４社（対象者への助成） 

助成費用 お弁当代の 1/3（上限 300 円／食） 

利用実績 利用者数：49 名、給付総額：1,456,357 円 

 

〇 みまもりホットライン事業 

対象者 一人暮らし又は高齢者のみの世帯等 

（利用者数：61 人※R7.3 末時点） 

通報先 委託事業者コールセンター 

利用料 従来機器利用者は無料、レンタル機器利用者は所得により負担あ

り 

その他 相談機能（コールセンターに看護師常駐） 

月 に １度 お 元気 コー ル （コ ー ルセ ンタ ー から お 伺 い

(075)956-2101）あり 

本事業の対象に該当しない方も、同事業の利用は可能（補助なし） 

 

〇 寝具丸洗い乾燥サービス 

  利用件数：17 件 

 

〇 紙おむつ給付事業 

  利用者数：29 人  給付件数：244 件   給付総額：842,113 円 

 

〇 短期集中通所型サービス 

  利用者数：３人 
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自己評価結果 

 〇 

 みまもりホットラインでは、休祝日、夜間を問わずコールセンターが対応し、緊急連絡

先（家族等）への随時報告と終結後の役場への報告が速やかに行われており、利用者や

その家族の安心にも繋がっている。 

 地域見守り活動協定では、新聞がポストに溜まっている等の通報を受け、現状確認を行

うなどしており、今後も更に多くの目で見守り、早期の対応ができるよう、事業者への

周知、拡大を図る。 

 

課題と対応策 

 令和４年度に実施した在宅介護実態調査では、各事業の認知度が、給食サービス事業：

12.7％、見守りホットライン事業：5.5％、寝具丸洗い乾燥事業：9.1％と低かったため、

引き続き住民及びケアマネに向けた積極的な周知を図る。 

 短期集中通所型サービスの利用者について、定員に満たない状態が続いているため、よ

り効果的に実施できるよう事業対象者の把握や周知方法を見直していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル １－４ 支え合い・助け合える地域づくりの推進 

 

現状と課題 

 地域で高齢者を支えるための生活支援コーディネーターや協議体の活動において、令和４

年２月から「プロジェクトＯ（オー）」として、おおむね月１回程度地域の語り場として推

進しており、新たな住民主体の取り組みが生まれていることから、今後も活動を継続し、住

民の意識醸成を図る必要がある。 

 各種グループやボランティア活動等においては、多様化するニーズに対応していくために

更なる担い手の増加が必要と考えられる。一般高齢者のアンケート結果では、地域づくり活

動へのお世話役として参加意向を示す人が３割程度いるものの、住民主体のサービスの立ち

立ち上げには至っていないことや担い手の高齢化により新たな担い手の発掘が必要である。 

 

第９期における具体的な取組 

 地域で支え合い・助け合う体制構築のため、生活支援コーディネーターや協議体による取

組を進めます。また、地域福祉計画との整合を図りつつ、多様な主体による支え合い活動や

ボランティア活動などを推進する。 

〇 生活支援コーディネーターや協議体による活動の充実 

 生活支援コーディネーターが、地域資源の把握・開発、サービス提供主体をはじめとする

関係者間のネットワーク構築などに取り組む。 

 また、各主体が参画する協議体において、地域の現状・課題の共有、その解決策等の協議

を行い、地域における生活支援体制の整備を進める。 

〇 民生委員・児童委員活動の推進及び支援 

 高齢者と近隣住民、子どもとの交流を図り、地域での日常的な見守り等活動を推進する。

また、活動に必要な知識・情報等の提供、研修の記載など、活動しやすい環境づくりに取

り組む。 

〇 関係団体・グループ等への支援 

 町社会福祉協議会と連携し、既存の地域資源の把握と周知、活用を図るとともに、関係

団体の活動拡大と育成に向けた支援に取り組む。 

〇 個人やグループ等によるボランティア活動の推進 

 継続的かつ自主的な活動を展開のため、活動の基盤となる人的・物的諸条件の整備・充

実を図る。 

 また、参加の自由度の高いボランティア・グループづくりを促進するとともに、ボラン

ティアに対する意識・関心の向上に向けて、学校教育・社会教育を通じて多様な体験学習

等に取り組む。 
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〇 地域福祉の総合的推進体制づくりの推進 

 地域福祉に対する認識・関心を深め、実際に活動する人が多くなるよう、意識醸成を図

る。 

 

目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ ボランティア活動に参加している高齢者の割合 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活支援コーディネーター配置数

(人) 
1 1 1 

協議体開催回数(回) 12 12 12 

ボランティア団体 団体数(団体) 23 23 24 

ボランティア団体 登録者数（人） 450 455 460 

民生委員・児童委員の研修開催回

数(回) 
4 4 4 

 

 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

 実績評価のみ 

 評価の方法 

  実施状況の確認 

  ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町 ） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

〇 生活支援コーディネーターや協議体による活動の充実 

 令和４年２月から、協議体を「プロジェクトＯ（オー）」として、地域住民、行政、福祉

関係者が集まり、地域ケア会議において抽出した課題や地域住民、ニーズ調査について協議

した。令和６年度は 10 回開催し、屋外ベンチ設置に向けての議論やＫスポーツの立ち上げ

に向けた視察等を実施した。また、きょうと地域リハビリテーションフォーラムにおいて、

シンポジストとしてプロジェクトＯの取り組みを紹介した。 

 

 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ ボランティア活動に参加している高齢者の割合 14.5％ 12.8％ 

自己評価結果 

〇 

 協議体をおおむね月１回程度開催し、住民を中心としたメンバーで話し合いを行った。実

際に新たな事業を実施するにあたっては、参加住民を中心に活動できるようコーディネータ

ーが適宜サポートすることで、参加者にも好評である。今後も継続していけるよう、生活支

援コーディネーターを中心にフォローしていくとともに、活動の更なる広がりを目指して、

住民への意識醸成に努める。 

課題と対応策 

 課題の一つである担い手の高齢化については、協議体やサポーター養成講座について、町

広報・町社協情報誌等での周知を積極的に行い、新たな担い手の発掘に努める。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル ２－２ 認知症施策の充実 

 

現状と課題 

 高齢者の増加に伴い、認知症高齢者の増加が予想されることから、積極的な社会参加等に

より認知症の発症予防を促すとともに、認知機能の低下がみられる方は、必要な医療、福祉

サービスの利用につなげ、認知症になっても住み慣れた地域で過ごすための支援体制の整備

が必要である。 

 また、健康づくりや介護予防について知りたいことについては、「認知症の予防」が一般

高齢者、要支援認定者ともに最も多くなっており、認知症予防への関心が高まってきている

が、認知症の相談窓口の認知度は約３割程度と低く、相談先の更なる周知・啓発が必要であ

る。 

 また、認知症が多くの人にとって身近なものになるような理解の促進を図るとともに、認

知症になっても本人や家族が希望をもって安心して生活が送れるような支援体制の拡充が

求められる。 

 

 

第９期における具体的な取組 

 国の認知症施策推進大綱および令和６年１月１日から施行された「共生社会の実現を推進

するための認知症基本法」などを踏まえ、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮ら

すことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進していく。 

 

①認知症の正しい知識・理

解の普及・啓発 

 様々な機会・場や認知症ケアパスをはじめとした各種媒

体を積極的に活用し、認知症相談窓口や認知症の正しい知

識の普及、発症予防や早期発見・早期対応とともに若年性

認知症についての正しい知識・理解の普及・啓発を進める。 

 また、乙訓医師会と協力し、「もの忘れ検診」等の実施

を通じて、若年層への認知症に関する啓発にも努める。 

②認知症サポーターの養

成と活動支援の充実 

 認知症サポーターの養成について、企業や小学生対象の

養成講座をはじめ、幅広い住民向けの講座を開催し、定期

的に情報発信したり、地域活動との連携を図るなど、地域

で支える人づくりを支援する。 

 また、認知症サポーターから発足した「大山崎町オレン

ジわんわんパトロール隊」の活動支援や周知など、認知症

サポーターが地域で積極的に活動できるよう、様々な支援

に取り組む。 
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③通いの場の充実  運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の予

防、社会参加による社会的孤立の解消や役割の保持等が、

認知症になるのを遅らせ、発症しても進行を穏やかにする

ことに資する可能性が示唆されていることから、地域にお

いて高齢者が身近に通える場の拡充に取り組む。 

④かかりつけ医による認

知症の早期発見・早期対

応の促進 

 かかりつけ医による認知症の早期発見と適切な対応を

促進するため、京都府や乙訓医師会と連携・協力します。 

 また、乙訓医師会と協力し、「もの忘れ検診」等を実施

し、認知症の実態把握と若年層への啓発に努める。「もの

忘れ検診」等をきっかけに、早期発見・早期対応によりつ

ながる方法を検討していく。 

⑤認知症初期集中支援チ

ームによる初期の対応

体制の構築・強化 

 初期の段階で医療と介護との連携のもとに認知症の人

（認知症が疑われる人も含む）とその家族を個別に訪問し

適切な支援を進めるため、認知症初期集中支援チームでの

多職種連携により、必要な人に必要な支援を提供する体制

を構築・強化する。 

⑥認知症の早期対応・支援

に向けた保健・医療・介

護のネットワークづく

り 

 認知症の早期対応・支援に向けて、乙訓地域包括ケアシ

ステム交流会などを通して、乙訓医師会、居宅介護サービ

ス事業所、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、地域

包括支援センター等、町内だけでなく乙訓圏域の「保健・

医療・介護」の関係機関のネットワークづくりを進める。 

⑦認知症地域支援推進員

の配置等による認知症

に関する事業の企画調

整・相談体制の充実 

 認知症地域支援推進員を配置し、若年性認知症の人を含

む認知症の人の状態に応じた様々な事業の企画調整を行

う。また、認知症の人の状態に応じて必要なサービスが適

切に提供されるよう、医療機関や介護サービス、地域の支

援機関の間の連携支援や、認知症の人やその家族を対象と

した専門的な相談ができる体制づくりを進める。 

⑧地域における見守り活

動等の推進 

 地域において認知症高齢者やその家族が安心して暮ら

せるよう、町内会・自治会や民生委員・児童委員、地域住

民、民間事業者などによる重層的な見守りや声かけ、安否

確認等を行う体制の充実を図る。 

⑨徘徊高齢者等の見守り

体制の充実（大山崎町見

守りネットワーク等） 

 徘徊高齢者等の早期発見・事故の未然防止を図るため、

行政・地域包括支援センター・介護サービス事業所等によ

る「大山崎町見守りネットワーク」について、個人情報の

保護に配慮しつつ、ネットワーク参加者の公募など構成メ

ンバーの充実を図る。 

 また、京都府ＳＯＳネットワーク・乙訓圏域ネットワー

クへの参画・協力・活用を行う。 
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⑩地域での居場所づくり

の推進 

 

 

 

 認知症地域支援推進員が中心となり、軽度認知症者等が

少人数で集える「認知症カフェ」を開催します。 

 「認知症カフェ」の取組を通じて、認知症の人本人が自

身の希望や必要としていること等を本人同士、地域住民と

語り合う場の普及を図る。また、認知症の人の家族等に対

しても、地域で安心して暮らすことができるよう支援す

る。 

 さらに、高齢者や認知症の人に限らず、誰もが参加でき

る場所として、多世代が利用し地域で交流できる居場所づ

くりを進める。 

⑪認知症の人の状態に対

応した介護サービスの

充実 

 認知症高齢者等の移行を十分に尊重しつつ、状態に対応

した適切な介護サービスの利用を促進するとともに、町内

にある認知症高齢者等のグループホームの地域交流を支

援する。 

 また、乙訓圏域の状況を踏まえ、町内のニーズに応じた

認知症対応型サービスの確保を図る。 

⑫認知症ターミナルケア

体制づくりに向けた啓

発 

 認知症ケアパスの普及・活用の促進を通じて、認知症タ

ーミナル期の状況について、本人や家族を含む関係者で共

通理解を深める取組を進め、リビング・ウィル等の事前意

思表示を、初期・軽度の段階で把握することの重要性につ

いて、医師会等と連携し啓発を進める。 

 

 

目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ 認知症について知っている人の割合 

２ 認知症の相談窓口を知っている人の割合 

３ 家族や友人・知人以外に相談できる人がいる認知症の人の割合 

４ 認知症への対応に不安を感じる主な介護者の割合 

 

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症サポーター養成講座 

開催数（回） 
4 5 5 

認知症サポーター養成講座 

延受講者数（人） 
120 150 180 

地域見守り活動協定参加事業者数

（件） 
16 17 18 
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キャラバンメイト数（累計）（人） 23 24 25 

認知症カフェ開催回数（回） 24 30 36 

わんわんパトロール隊登録者数

（人） 
24 34 44 

 

 

目標の評価方法 

 時点 
□中間見直しあり 
 実績評価のみ 

 評価の方法 
実施状況の確認 

ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

〇 認知症サポーター養成講座開催実績 

  令和６年７月 20 日（土） 10 人 

  令和７年２月 21 日（土） 29 人 

 

〇 地域での居場所づくりの推進 

  わが家       10 回 85 人 

  ふらっと遊カフェ  12 回 49 人 

 

〇 介護者の集い等の実施 

介護者の会 12 回 46 人 

 

〇 わんわんパトロール隊登録者数 14 人 

 

〇 アルツハイマー月間の啓発ブース設営 

開催期間：令和６年９月６日（金）～９月 20 日（金） 

場  所：役場町民ロビー 

 

〇 徘徊高齢者等の見守り体制の充実 

 京都府・近隣市町から行方不明者捜索依頼があった際は速やかに対応。依頼内容に応じ

て町内介護関係事業所、庁内職員あてに協力依頼。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ 認知症について知っている人の割合 95.5％ 93.6％ 

２ 認知症の相談窓口を知っている人の割合 37.0％ 32.6％ 

３ 家族や友人・知人以外に相談できる人がいる認知症

の人の割合 

85.4％ 84.5％ 

４ 認知症への対応に不安を感じる主な介護者の割合 35.9％ 45.4％ 

21



自己評価結果 

△ 

 令和５年度に認知症サポーターを対象に、ペットの散歩中に認知症高齢者の見守りを行

う「大山崎町オレンジわんわんパトロール隊」を結成し、認知症サポーター養成講座の

受講が入隊条件としたところ多人数の参加があったが、令和６年度は周知も広報だけで

あったためか応募がなかった。今後は、町民に対して効果的な周知を検討する必要があ

る。 

 認知症サポーター養成講座については、一回目の開催時に、認知症の方が金融機関でト

ラブルになることが多いとの意見があったため、金融機関の方を講師に招き、トラブル

ケースやＡＴＭ機会についての話を聞くことができ、好評であった。 

 介護者の集いについては、参加者数が伸び悩んでいる。参加者が固定のメンバーになり

がちで、話し合いがマンネリ化することがあった。 

課題と対応策 

 認知症サポーター養成講座の累積受講者は増加しているが、サポーターの活躍の場が少

ないため、地域活動との連携を図るなど活動支援の充実に取り組んでいく。 

 介護者の集いについては、参加者数が伸び悩んでいるため、参加しやすい環境づくりや

周知に努めていく。 

 認知症当事者やその家族の地域での居場所については、少人数で固定の方が参加するこ

とが安心できる良い面がある一方、入院等で対象者がいなくなることもあるため、今後

も一定数の新規対象者について地域包括支援センターを中心に居宅事業所等とも連携

して把握するとともに、参加したい方が集える場として周知を図っていく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
（市町村名：大山崎町） 

タイトル ２－５ 地域包括支援センターの機能強化 

 

現状と課題 

 高齢者の在宅生活の継続に向けて、各種相談の総合窓口として地域包括支援センターの機

能強化が重要である。しかし、一般高齢者・要支援認定者のアンケート結果では、地域包括

支援センターの活動の認知度や様々な相談ができる窓口としての認識は高くなく、普及・啓

発の取組が必要である。また、普及・啓発の取組に加えて、地域包括支援センターの相談支

援体制の充実や持続可能な運営体制の整備等が必要である。 

第９期における具体的な取組 

 地域包括支援センターについて、その役割・機能の周知・啓発を進めるとともに、相談支

援体制の充実や運営体制の整備などを通じて機能強化を図る。 

〇 地域包括支援センターの周知・啓発 

 地域包括支援センターの認知度の向上に向けて、様々な機会・場や媒体を活用した周

知・啓発に取り組む。 

〇 地域包括支援センターの運営支援・評価の推進 

 現在の業務を評価・精査し、既存業務の見直しを行うとともに、新たな業務の推進及び

超高齢社会に伴う相談件数の増加等を勘案した体制整備に努める。 

 また、効果的な運営継続のため、ＰＤＣＡを活用した評価を取り入れ、継続的な評価・

点検の取組を進める。 

〇 総合相談支援事業・権利擁護事業の推進 

 社会福祉士、保健師または経験のある看護師、主任介護支援専門員（主任ケアマネジャ

ー）を配置し、新たな業務や支援困難事例等に専門的な指導・助言ができる体制を確保す

る。 

〇 包括的・継続的ケアマネジメント事業の推進 

 多職種共同による個別事例の研究等により、効果的なケアマネジメントを拡げる。 

〇 地域ケア会議の充実 

 地域包括支援センターにおいて、地域ケア介護を開催し、個別事例の課題を蓄積する中

で、共通する課題の発見、ニーズの顕在化を目指す。 

 また、事例に関わる事業者には町外からも参加を求め、広域的な多職種連携を強化する。 
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目標（事業内容、指標等） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 

１ 地域包括支援センターの認知度 

  

活動指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センターの相談件数

（件） 
6,100 6,250 6,300 

地域ケア会議 開催回数（回） 11 11 11 

個別事例の検討等を行う地域ケア

会議の開催回数（回） 
10 10 10 

個別事例の検討等を行う地域ケア

会議における個別事例の検討件数

（件） 

20 20 20 

 

 

目標の評価方法 

 時点 
□中間見直しあり 
 実績評価のみ 

 評価の方法 
実施状況の確認 

  ニーズ調査モニタリング指標 
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取組と目標に対する自己評価シート（実績評価） 

 
（市町村名：大山崎町） 

年度 令和６年度 

 

実施内容 

〇 地域包括支援センターの相談件数 

  述べ 8,324 件（実相談人数：2,370 人※うち新規人数：448 人） 

 

ニーズ調査等のモニタリング指標 前回 今回 

１ 地域包括支援センターの認知度 39.6％ 39.8％ 

 

 

自己評価結果 

〇 

 相談述べ人数・実人数ともに増加傾向にあり、居宅介護支援事業所のケアマネジャーか

らの相談（困難事例）や、病院からの相談にも対応している。 

 

課題と対応策 

 ニーズ調査のモニタリング指標において、地域包括支援センターの認知度（活動内容に

ついて「よく知っている」「少し知っている」と回答した方の割合）は増加しており、

今後も広報等でより多くの住民に周知し、相談先としての認知度向上を目指す。 

 地域包括支援センターが受ける相談件数は年々増加しており、併せて地域包括ケアシス

テムの推進に伴い、地域包括支援センターが果たす役割が大きくなっている。地域包括

支援センターのあるべき姿について、事業評価を通じ、委託元である町が明確な指針を

示す必要がある。 

 

 

25


